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国や県の動向

学校における部活動改革の必要性
【部活動の意義】
◯ 生徒のスポーツ・芸術に親しむ機会の確保。

◯ 生徒の自主的・主体的な参加による活動を通じ、責任感・連帯感を涵養。生徒同士や生徒と教
師等との好ましい人間関係の構築。

【部活動の課題】

◯ 少子化の進展により、従前と同様の学校単位での体制での運営は困難。学校や地域によって
は、存続が厳しい。

◯ 必ずしも専門性や意思に関わらず教師が顧問を務める指導体制の継続は、学校の働き方改革
が進む中、より困難。

① 少子化が進む中でも、将来にわたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむ機会を確保。

② 「地域の子供たちは、地域で育てる」という意識の下、地域のスポーツ・文化資源を最大限活用。生徒
のニーズに応じた多様で豊かな活動を実現。

③ 生徒のみならず、地域住民にとってもより良いスポーツ・文化芸術の環境整備。スポーツ・文化芸術
による「まちづくり」。

※運動部活動の地域連携・地域移行と地域スポーツ環境の整備について（スポーツ庁）より
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中学校部活動地域移行・地域連携の経緯①

平成30年
3月・12月

「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」
（３月：スポーツ庁）

「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」
（12月：文化庁）

平成31年
１月

「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運
営体制の構築のための働き方改革に関する総合的な
方策について」 （中央教育審議会）

令和元年
11・１２月

「公立の義務教育諸学校等の教職員の給与等に関す
る特別措置法の一部を改正する法律案に対する付帯
決議」 （11月：衆議院・12月：参議院）

中学校部活動地域移行・地域連携の経緯②

令和２年
９月

「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」
（文部科学省）

→令和５年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を図るとと

もに、休日の部活動の指導を望まない教師が休日の部活動に従
事しないこととする

「学校部活動の地域連携や地域クラブ活動の在り方に関
する方針」 （静岡県教育委員会）

令和４年
１２月

「学校部活動及び地域クラブ活動の在り方等に関する総
合的なガイドライン」 （スポーツ庁・文化庁）

令和５年
２月
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運動部活動の地域連携や地域クラブ活動の在り方に関する方針」の位置付け

う国

県

運動部活動での指導のガイドライン
(平成２５年５月 文部科学省）

＊運動部活動の指導について示す

運動部活動の総合的なガイドライン
（平成３０年３月スポーツ庁）

＊運動部活動の在り方について示す

文化部活動の総合的なガイドライン
（平成３０年12月文化庁）

＊運動部活動の在り方について示す

静岡県部活動ガイドライン
(平成３０年４月）

＊運動部活動の在り方について
示す

学校部活動及び新たな地域クラブ活動の
在り方等に関する総合的なガイドライン
（令和４年１２月スポーツ庁・文化庁）

＊学校部活動、地域連携や地域クラブ活動の
在り方等について示す

静岡県部活動ガイドライン
(令和２年３月）

＊部活動の在り方について示す

学校部活動の地域連携や地域クラブ活動の在り方等に関する方針
(令和５年２月 県教委）

＊地域連携や地域クラブ活動の在り方等について示す

参
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訂

「Ⅰ 学校部活動
に準拠

参酌改訂
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国のガイドライン
を参考に、地域の
実情に応じて策定

統
合
改
定

学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する
総合的なガイドライン概要版 （スポーツ庁・文化庁より）

◯少子化が進む中、将来にわたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる機会
を確保するため、速やかに部活動改革に取り組む必要。その際、生徒の自主的で多様な学びの場
であった部活動の教育的意義を継承・発展させ、新しい価値が創出されるようにすることが重要。

◯令和４年夏に取りまとめられた部活動の地域移行に関する検討会議に関する提言を踏まえ、平成
30年に策定した「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」及び「文化部活動の在り方に

関する総合的なガイドライン」を統合した上で全面的に改定。これにより、学校部活動の適正な運営
や効率的・効果的な活動の在り方とともに、新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対応に
ついて、国の考え方を提示

◯部活動の地域移行に当たっては、「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てる。」という意識の
下、生徒の望ましい成長を保障できるよう、地域の持続可能で多様な環境を一体的に整備。地域の
実情に応じ生徒のスポーツ・文化芸術活動の最適化を図り、体験格差を解消することが重要。
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Ⅰ 学校部活動

教育課程外の活動である学校部活動について、実施する場合の適正な運営
の在り方を、従来のガイドラインの内容を踏まえつつ示す。

（主な内容）
・教師の部活動への関与について、法令等に基づき業務改善や勤務管理
・部活動指導員や外部指導者を確保
・心身の健康管理・事故防止の徹底、体罰・ハラスメントの根絶の徹底
・週当たり２日以上の休養日の設定（平日１日、週末１日）
・部活動に強制的に加入させることがないようにする

・地方公共団体等は、スポーツ・文化芸術団体との連携や保護者等の協
力の下、学校と地域が協働した形での環境整備を進める。

Ⅱ 地域クラブ活動
学校部活動の維持が困難となる前に、学校と地域との連携・協働により生徒の活
動の場として整備すべき新たな地域クラブ活動の在り方を示す。

（主な内容）
・地域クラブ活動の運営団体・実施主体の整備充実
・地域スポーツ・文化振興担当部署や学校担当部署、関係団体、学校等の関
係者を集めた協議会などの体制を整備

・指導者資格等による質の高い指導者の確保と、都道府県による人材バンク
の整備、意欲ある教師等の円滑な兼職兼業
・競技志向の活動だけでなく、複数の運動種目・文化芸術分野など、生徒の志
向に適したプログラムの確保
・休日のみ活動をする場合も、原則として１日の休養日を設定
・公共施設を地域クラブ活動で使用する際の負担軽減・円滑な利用促進
・困窮家庭への支援
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Ⅲ 学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた環境整備

新たなスポーツ・文化芸術環境の整備に当たり、多くの関係者が連携・協働して段
階的・計画的に取り組むため、その進め方等について示す。

（主な内容）
・まずは休日における地域の環境の整備を着実に推進

・平日の環境整備はできるところから取り組み、休日の取組の推進状況等を検
証し、更なる改革を推進

・①市区町村が運営団体となる体制や、②地域の多様な運営団体が取り組む
体制など、段階的な体制の整備を進める。

※地域クラブ活動が困難な場合、合同部活動の導入や、部活動指導員等に
より機会を確保

・令和５年度から令和７年度までの３年間を改革推進期間として地域連携・地域
移行に取り組みつつ、地域の実情に応じて可能な限り早期の実現を目指す
・都道府県及び市区町村は、方針・取組内容・スケジュールを周知

Ⅳ 大会等の在り方の見直し

学校部活動の参加者だけでなく、地域クラブ活
動の参加者のニーズ等に応じた大会等の運営
の在り方を示す。

（主な内容）
・大会参加資格を、地域クラブ活動の会員等も参加
できるよう見直し。

※日本中体連は令和５年度から大会への参加を
承認、その着実な実施

・できるだけ教師が引率しない体制の整備、運営に
係る適正な人員の確保

・全国大会の在り方の見直し（開催回数の精選、複
数の活動を経験したい生徒等のニーズに対応した
機会を設ける等）

２０２３年度県中学総体へのクラブチーム
参加基準（県中体連資料による）
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国の提言（R4.6）と国のガイドライン（R4.12）

提言

改革集中期間（令和５年から７年）
目標時期：令和７年度末を目途
地域移行

すべての都道府県において、取組やスケジュール
等を定めた推進計画を策定し、それをもとに各市
町村においても推進計画を策定することを規定す
る

学習指導要領総則解説編の改訂

ガイドライン

改革推進期間（令和５年から７年）
国としては一律に定めず

学校活動の地域連携並びに地域クラブ活動への
移行

都道府県及び市区町村は、例えば推進計画の策
定等により、方針、具体的な取組内容等について
分かりやすく周知し、理解と協力が得られるよう取
り組む。

各都道府県においてそうした方針等を示した場合
は、域内の各市区町村においても、それらを参考
として地域の実情に応じた方針等を示すことが考
えられる。
見直しを行う予定（通知文）

県の方針①
（１） 基本的な考え方

◯ 部活動は、‥‥学校が目指す資質・能力の育成に資するものであり、
‥‥生徒理解を深める場としても重要である。少子化の中でも全ての子
どもたちが希望する活動を将来にわたり持続可能な体制で実施できるよう
構築する必要がある。

◯ 学校の働き方改革と持続可能な部活動体制の両方を実現するために
は、現在行われている休日の部活動における教師の負担を軽減しつつ、
生徒の活動機会を確保する必要がある。

◯ 文部科学省では、生徒にとって望ましい環境を構築する観点から、‥県
や各市町においても、効率的・効果的な部活動体制の構築を目指してい
る。体制の構築にあたっては、教師の負担軽減のため、‥将来にわたっ
て持続性があり、希望する生徒が活動できる、生徒にとって望ましい体制
とする必要がある。
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県の方針②
（１） 基本的な考え方

◯ 部活動改革は、‥‥単なるスポーツ・文化環境の整備ではなく、
生徒を中心においた教育環境の整備として取り組む必要があり、
‥‥。

◆これまでと大きく変わらない経済負担、保護者負担で活動できる体制

◆スポーツ・文化活動（部活動、地域クラブ等）に参加を望む生徒の機会
の確保

◆中学生にとって望ましい心身の発達（体力向上や健康の増進など） 等

◯ 期間内に全校、全種目を一斉に地域移行しなければならないもの
ではない‥‥。各市町の実情に合わせて‥‥創意工夫を凝らしな
がら‥‥十分な検討・準備する必要がある。

湖西市の現状
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湖西市内の中学生の人数推移
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現有の学校部活動
運動部 鷲中 白中 湖中 岡中 新中

バスケットボール ○ ○ ○

サッカー※ ○

野球※ ○ ○ ○ ○ ○

バレーボール
○ ○ ○

女子のみ

○ ○
女子のみ

卓球 ○ ○ ○

剣道 ○ ○ ○

柔道 ○ ○ ○

ソフトボール
○

女子のみ
休部中

陸上競技 ○ ○ ○ ○

水泳競技 ○ ○ ○

文化活動部 鷲中 白中 湖中 岡中 新中

音楽・ブラスバンド・吹奏
楽・管楽 ○ ○ ○ ○ ○

園芸 ○

総合文化・文化創作 ○ ○ ○ ○ ○

美術 ○ ○

ボランティア ○

※野球、サッカーは、女子生徒の加入も認められています。
現在も男子と一緒に活動している部活動があります。


